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１　基礎情報 平成30年8月1日現在

株 千円

株

％

株

株

株

株

　　 常勤役員数 人 （うち都派遣職員 人、 都退職者 人)

　　 常勤職員数 人 （うち都派遣職員 人、 都退職者 人)

非常勤職員数 人

その他資産 ・運営基地（立川市泉町1078-92）

等

13

団体の使命
多摩をつなぐモノレール事業者として、安全を最優先にお客様から信頼され喜ば
れる交通サービスを実現し、多摩地域の魅力と活力の向上に貢献すること。

役職員数

3 0 2

10 1215

事業概要 多摩都市モノレールの運行

都持株数

都持株比率

他の出資団体の持株数

805,704

79.9

沿線5市

民鉄3社

銀行等13団体

その他　　　　　　　　団体

多摩都市モノレール株式会社

昭和61年4月8日

平成2年11月　第Ⅰ期工事着手（立川北～上北台）
平成3年11月　第Ⅱ期工事着手（多摩センター～立川北）
平成10年11月　第Ⅰ期区間開業
平成12年1月　第Ⅱ期区間開業
平成16年8月　運賃改定
平成26年4月　運賃改定

都市整備局

東京都立川市泉町1078－92

1,008,780 資本金 100,000

33,060

89,760

80,256

団体名

設立年月日

設立後の主な沿革

発行株式数

所在地

所管局

１．経営情報 



営業利益・経常利益・当期純利益の推移

250,241 2.9% 114,431 1.7%付帯事業

8,455,000 97.1%

主要事業全体像
（平成29年度決算）

(単位：千円)

構成割合営業費用構成割合売上高区　　分

事業全体

旅客運送事業

8,705,241 100% 6,770,723 100%

6,656,292 98.3%

平成２９年度 決算情報 

運輸収入 

8,455,000 
97% 

運輸雑収 

250,241 
3% 

営業収益内訳（単位：千円） 

運送費 
4,116,218 

61% 
一般管理費 

299,467 
4% 

諸税 

154,994 
2% 

減価償却費 
2,200,041 

33% 

営業費内訳①（単位：千円） 

東京都 

18,600,000 
51% 

沿線５市 

7,500,000 
20% 

日本政策投

資銀行 

6,368,000 
17% 

市中銀行 

4,492,585 
12% 

長期借入金内訳（単位：千円） 

人件費 

1,588,631 
23% 

一般経費 

2,827,056 
42% 

諸税 

154,994 
2% 

減価償却費 

2,200,041 
33% 

営業費内訳②（単位：千円） 

一般経費 主な内訳 

修繕費 1,120,778千円 

業務委託費 795,156千円 

駅舎管理費 178,966千円 

動力費 169,970千円 

合計 

8,705,241 

合計 

36,960,585 

合計 

6,770,723 

合計 

6,770,723 

※計数処理の関係で合計が合わない場合があります。 

1,416  

1,066  

1,603  

1,898  1,934  

1,030  

757  

1,385  

1,729  1,749  

892  

405  

1,160  
1,072  1,084  

0

500

1,000

1,500

2,000

Ｈ25 H26 H27 H28 H29

営業利益  経常利益  当期純利益  （百万円） 



２　平成２５年度以降の事業実施状況

≪「売上高」、「都財政受入額」、「職員数」の推移からの分析≫

２－１　売上高から見る事業動向

.

２－２　都財政受入額の推移から見る都施策との連動性（参考）

２－３　職員数の推移から見る経営状況　

・消費増税の影響でＨ26は前期比マイナスであるが、沿線開発
の進展や雇用環境の改善等により営業収益は全体的に増加傾
向。

・特に、駅直結の大規模商業施設がH27年12月に開業したこと
により、H27は前期比6.8%増、H28は2.0%増、H29は1.0%増。

・Ｈ30以降も多摩地域の人口増と同程度の伸び率で推移するも
のと想定している。

・当社における都財政受入額は、すべて都所有のインフラ部の
大規模修繕工事の委託料である。

・都受託工事は再委託するため、損益計算書（営業外収益）上
では、受託手数料（受託工事の数％）のみが計上される。

・毎年の受入額は、東京都策定の大規模修繕計画に基づき、
当社と都が協定を結び、決定される。

・施設の更新時期を迎えているため、財政受入額は増加傾向。

・H28から社員定数に契約社員（常勤嘱託に含む）と再雇用・臨
時社員（非常勤に含む）を含めることとなり、名目上は大幅増で
あるが、実質的には微増。

・都派は、都との連絡調整に携わる役割、及び、施設設備の修
繕・更新に係る技術要員として在籍しており、過去5年間で人数
はほぼ変化なし。固有社員は微増しているため、都派割合は減
少傾向。

・都退職者は、大規模修繕等に係る技術要員として、1～3人で
推移している。

7,942  7,913  

8,453  

8,619  

7,000

7,500

8,000

8,500

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 

売上高＝営業収益 （単位：百万円）  
8,705 

10 10 11 11 11 

112 116 124 135 143 

47 45 35 
62 54 17 15 16 

17 18 

5.4% 5.4% 5.9% 
4.5% 4.6% 
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職員数（単位：人） 

都派 固有 常勤嘱託 
その他常勤 非常勤 都派割合 

186 186 186 

242 241 

2 

1 1 
1 

1 0.5% 0.5% 
0.5% 

1.2% 1.2% 

0

1

2

3

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 

都退職者職員数（単位：人） 

常勤嘱託 非常勤 都退職者割合 

3 

2 

3 

1 

59 
79 

124 126 
104 

0

50

100

150

H25 H26 H27 H28 H29

都財政受入額（単位：百万円） 

委託料 

1 

2 2 

17 15 
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